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地方公共団体の道路事業評価手法 

 

1.評価手法による分類 

 

特徴注） 

分 類 
費
用
便
益
分
析 

そ
の
他
外
部
効
果 

（
定
量
／
定
性
指
標
） 

点
数
化 

指
標
の 

体
系
化 

統
合
化 

（
重
み
付
け
） 

順
位
付
け 

主な地方公共団体 

項目列挙型

（広義の多基

準分析） 
○ ○ ×※１ × ×※２ × 北海道／茨城県／千葉県／京都府／

大阪府／島根県 等 

項目ごとに 
得点化型 ○ ○※３ ○ ○ △ △※４ 埼玉県／石川県／富山県／岐阜県／

岡山県 等 

多
基
準
分
析 

総合得点化型

（狭義の多基

準分析） 
○※５ ○※６ ○ ○※７ ○ ○※８ 

青森県／岩手県／宮城県／栃木県／

長野県／新潟県／福井県／滋賀県／

兵庫県／奈良県／山口県 等 

費
用
便
益

分
析
中
心 

拡張費用 
便益分析 ○ × × × × × 三重県 

※1 島根県は１項目のみ点数化 ※5 宮城県、長野県は調査中、山口県は該当しない 
※2 島根県は 1 項目の統合化 ※6 長野県は調査中 
※3 富山県は調査中 ※7 福井県は該当しない 
※4 富山県は調査中 ※8 福井県は該当しない 
 
 
 

2.各評価手法の特徴と主な地方公共団体の例 

 

（1）多基準分析－項目列挙型 

・費用便益分析、及びその他外部効果について、多様な評価手法を許容する（貨

幣換算、定量的評価、定性的評価の併用など）。得点化はしない。 
 

【主な例】大阪府（別紙－１参照）： 

・大阪府では、府が実施する建設事業を対象に、「事前評価」「再評価」「事

後評価」を実施している。 
・事前評価で把握すべき内容として、以下の視点に基づく調書を作成し、評価

参考資料２ 
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を実施することとされている。 
 －上位計画における位置づけ 
 －事業を巡る社会経済情勢 
 －費用便益分析等の効率性 
 －安全・安心、活力、快適性等の有効性 
 －自然環境等への影響と対策 

・なお、新規事業のうち、総事業費が 10 億円以上と見込まれるものについて

は、学識経験者等の第三者から構成される建設事業評価委員会を設置し、意

見を聴き、その意見を尊重するものとされている。 
 

（2）多基準分析－項目ごとに得点化型 

・費用便益分析、及びその他外部効果について、評価項目毎に点数化。総合化

はしない。 
 

【主な例】石川県（別紙－２参照）： 

・石川県では、県農林水産部及び土木部が所管する公共事業について、事前評

価を実施している。 
・評価の視点は「必要性」「有効性」「効率性」であり、それぞれの視点ごと

に ABC の三段階での評価がなされる。 
・総合評価は、それらを勘案して判断される（Ⅰ～Ⅲの三段階で表現される）。 

 

（3）多基準分析－総合得点化型（狭義の多基準分析） 

・費用便益分析、及びその他外部効果について、評価項目毎に点数化、重み付

け、総合得点を算出する。 
 

【主な例】岩手県（別紙－３参照）： 

・岩手県では、県農林水産部及び土木部が所管する公共事業を対象に、再評価

と継続評価、新規評価を実施している。 
・評価項目は「必要性」「重要性」「緊急性」「効率性」「熟度」の５項目で

点数化し、100 点満点で評価。 
・評価手法の策定、改善に関しては、第三者による「岩手県公共事業評価委員

会」による意見を求めることとしている。 
 

（4）費用便益分析中心（拡張費用便益分析） 

・できるだけ多くの項目を貨幣換算し、費用便益分析の対象とする。 
 

【主な例】三重県（別紙－４参照）： 

・三重県では、費用便益分析において、環境等を含む各分野の便益を貨幣換算

化している。 
・さらに、地域格差を是正するため、地域係数を導入している。 
・また、異なる分野の事業を同一基準で比較するため、分野重要度評価を実施

している。 
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新規事業評価調書 

 

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況 

 

事
業
を
巡
る
社
会
経
済
情
勢 

地
元
等
の
協
力
体
制 

 

 

事 業 名   

所 在 地   

目   的  

内   容  

事 業 費 

約  億円 

（内訳）用地費 約 億円、工事費 約 億円 

 ※用地単価（円／㎡等）、建設単価（円／ｍ等）も記載すること 

維持管理費 
 

事 

業 

概 

要 

関連事業 
 

上位計画等の 

位置づけ 

 

優先度 

 

事業段階ごと

の進捗予定と

効果 

 

事
業
の
進
捗
予
定 

完成予定年   

様式 ２ 

（別紙－１ 大阪府の例）
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具体的な便益内容 受益者 費用便益比 備    考 

費用便益分

析 

   

Ｂ／Ｃ＝ 

（ 小 数 点 第 二

位） 

便益総額 

Ｂ＝ 億円 

総費用 

Ｃ＝ 億円 

 

事
業
効
果
の
定
量
的
分
析 

その他の指標 

（代替指標） 

 

安全・安心  

活力  

快適性  

事
業
効
果
の
定
性
的
分
析 

その他  

 

（事業名：             ） 

自
然
環
境
等
へ
の
影
響
と
対
策 

 

代
替
案
と
の
比
較
検
討 

 

そ
の
他
特
記
す
べ
き
事
項 

 



 
5

 

（
別
紙
－
２
 
石
川
県
の
例
）
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岩手県の公共事業評価における事業別評価項目と指標一覧 
 
岩手県では、公共事業の総合評価に際し、事業別に配点基準を設定している。 

下記は平成１４年度の道路事業に関する配点表である。 
 

事業名 整備の必要性 整備の重要性 整備の緊急性 整備の効率性* 整備の熟度 合計 

・道路改築 

・道路特殊改良 

・緊急地方道路整備 

・地方特定道路整備 

・クロスロード整備 

・地域活性化支援道路整備 

・地域振興支援道路ネットワー

ク整備 

・県単道路改良 

・岩手山周辺地域振興ビジョン

関連道路整備 

・物流支援道路整備 

・車道、歩道幅員 

・設計速度 

・混雑度 

・旅行速度 

・事故率 

・過疎地域等の振興 

20 ・総合計画上の位置

付け 

・「道路の整備に関

するプログラム

の位置付け 
・国の客観的評価指

標 

・市町村等のプロジ

ェクトの 

30 ・関連事業の有無 

・冠水、主要渋滞ポ

イント、老朽橋、

交通不能区間の

解消等 

・評価年度内の完成

（部分供用含む） 

・道路規格の不連続

性 

15 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

30 ・用地取得の進捗 

・地元要望 

5 100 

交通安全施設整備 

・特定交通安全施設整備 

・緊急地方道路整備 

・地方特定道路整備 

・県単交通安全施設整備 

・道路歩行環境整備 

・歩道の連続性 

・面的整備の拡大化 

・交通渋滞緩和 

・自動車交通量 

・歩行者・自転車交

通量 

30 ・総合計画上の位置

付け 

・特定交通安全施設

整備7ヵ年計画予

定箇所 

15 ・事故多発地点 

・道路側方空間確保 

・通学路・公共施設 

20 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 用地取得の難易 15 100 

凍雪害対策（雪寒） 

・凍雪害対策 

・緊急地方道路整備 

・地方特定道路整備 

・県単凍雪害対策 

・ゆきみち環境整備 

・冬期障害箇所 

・バス路線 

・冬期観光地、IC

へのｱｸｾｽ道路 

30 ・緊急輸送路指定 

・雪寒指定路線 

・総合計画上の位置

付け 

20 ・迂回路の有無 

・重大事故の有無 

10 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・地元要望の有無 

・関係機関との協議 

・用地買収状況 

・計画図面等 

20 100 

道路防災 

・道路災害防除 

・緊急地方道路整備 

・地方特定道路整備 

・緊急道路防災 

・県単道路災害防除 

・緊急橋梁補強 

・緊急ﾄﾝﾈﾙ防災 

・自動車交通量 

・バス路線 

・点検等による整備

の必要性 

20 ・総合計画上の位置

付け 

・緊急輸送路 

15 ・被災及び損傷履歴 

・迂回路の有無 

25 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・対策工法 

・要望等 

・改良計画の有無 

20 100 

道路補修 

・沿道環境改善 

・沿道状況 

・自動車交通量 

20 ・総合計画上の位置

付け 

・路線の重要性 

20 ・環境基準について 20 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・地元からの要望等 20 100 

市町村代行 

・市町村道整備代行 

・緊急地方道路整備 

・地方特定道路整備 

・特定地域の振興 

・現況の道路構造の

評価 

・財政力指数 

・バス路線 

25 ・ﾈｯﾄﾜｰｸ形成 

・公共機関通路 

・市町村等の独自プ

ロジェクト支援 

・総合計画上の位置

付け 

20 ・迂回路の有無 

・関連事業の有無 

15 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・地元要望 

・地元協力体制 

20 100 

道の駅整備 ・自動車交通量 

・道路種別 

・交通難所、道路の

分岐の有無 

・広域観光ﾙｰﾄ 

35 ・総合計画上の位置

付け 

10 ・設置間隔 

・関連事業の有無 

15 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・地元自治体の整備

構想 

・立地条件 

20 100 

自転車道整備 

・大規模自転車道整備 

・緊急地方道路整備 

・地方特定道路整備 

・観光客入込み数 

・隣接道路の歩行者

自転車交通量 

・隣接道路の自歩道

整備状況 

・観光地のｱｸｾｽ道路 

30 ・総合計画上の位置

付け 

・市町村独自ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄに位置付けら

れているか 

20 ・関連事業の有無 10 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・地元自治体等との

調整 

・用地状況 

20 100 

・電線共同溝整備 

・緊急地方道路整備 

・県単電線類地中化推進 

・対象地域 

・沿道状況 

30 ・総合計画上の位置

付け 

・整備効果 

20 ・関連事業の有無 10 ・費用便益比 

（Ｂ／Ｃ） 

20 ・電線管理者の合意

状況 

・地元からの要望 

20 100 

*費用便益分析の便益算出に際しては、地域係数による補正を行っている 

（出典：岩手県 HP より） 

（別紙－３ 岩手県の例）



 9

岩手県の総合評価の調書（平成 14 年度県営公共事業に係る新規着手地区一覧 県単道路改良事業を抜粋） 
全体計画 H15 年度予算額 事業評価 

予算事業名 路線等名 箇所名 
着手 完了 延長 全体事業費 事業費 進捗率 

必要性 

（20） 

重要性 

（30） 

緊急性 

（15） 

効率性 

（30） 

熟度 

（5） 

計 

（100） 

Ｂ／Ｃ 
部局 

評価 
備 考 

県単道路改良 ３９７号 胆沢町 南都田 14 18 400 430,000 17,000 4 4 30 15 26 2 77 5.4 A  

県単道路改良 ４５６号 藤沢町 仁郷 14 15 60 66,600 60,000 72 14 15 10 30 5 74 20.9 B  

県単道路改良 盛岡横手 沢内村 松川橋 14 16 100 200,000 25,000 13 14 15 10 30 5 74 11.1 B  

県単道路改良 花巻空港ｲﾝﾀｰ 花巻市 下似内 14 14 500 61,800 61,800 100 6 30 15 18 5 74 1.6 B  

県単道路改良 藪川川口 岩手町 岩手川口 14 16 800 301,000 54,000 18 15 15 15 22 5 72 2.9 B  

県単道路改良 土淵達曽部 遠野市 土淵 14 16 500 249,090 40,000 16 11 15 15 26 5 72 7.1 B  

県単道路改良 沖田田原 大東町 丑石 14 16 500 286,000 25,000 9 15 10 15 30 2 72 12.2 B  

県単道路改良 江刺室根 大東町 大原 14 18 900 720,000 12,000 2 19 15 15 18 2 69 1.8 B  

                  

県単道路改良 二戸安代 安代町 浅沢 14 18 950 235,000 0 0 16 30 0 18 0 64 1.8 B 事業評価点が低く、かつ関連事業がないこと等から不採択とする。 

県単道路改良 ２８１号 山形村 明神 14 18 750 250,000 0 0 13 30 0 14 2 59 1.3 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 宮古岩泉 宮古市 箱石～笹平 14 17 800 100,000 0 0 7 15 10 26 0 58 8.8 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 陸中大石停車場 湯田町 耳取 14 17 420 330,000 0 0 18 10 0 26 3 57 6.3 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 ３４０号 遠野市 立丸 14 18 600 100,000 0 0 13 10 10 18 4 55 1.5 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 ３４０号 陸前高田市 竹駒 14 17 300 200,000 0 0 10 10 10 22 2 54 3.9 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 紫波雫石 紫波町 上平沢 14 16 200 80,000 0 0 7 5 15 22 4 53 2.4 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 一戸葛巻 葛巻町 尻高 14 16 350 160,000 0 0 14 10 0 26 2 52 7.5 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 一戸葛巻 葛巻町 坂待屋 14 19 700 700,000 0 0 16 5 10 18 2 51 1.5 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 土淵達曽部 宮守村 米田 14 18 990 330,000 0 0 11 10 0 22 2 45 2.7 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 軽米種市 種市町 城内 14 17 500 117,000 0 0 10 10 0 22 2 44 3.4 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 野田山形 久慈市 橋場 14 16 260 126,000 0 0 7 5 10 22 0 44 4.4 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 弥栄金成 花泉町 恵比須沢 14 17 400 100,000 0 0 9 5 0 22 2 38 3.4 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 志和石鳥谷 石鳥谷町 好地 14 18 1,000 400,000 0 0 3 5 0 26 2 36 5.6 C Ｃランクであり、不採択とする。 

県単道路改良 侍浜停車場二ツ屋 大野村 二ツ屋 14 18 900 303,000 0 0 8 5 0 18 0 31 1.9 C Ｃランクであり、不採択とする。 

（出典：岩手県 HP より） 
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三重県の公共事業評価における分野と主な便益 
 
分野区分 主な事業 主な便益 便益算出の考え方 

洪水防止 流出防止量を治水ダム建設費用で換算 

流域貯留 貯水量を利水ダム建設費用で換算 

水質浄化 貯水量をイオン交換器費用で換算 

土砂流出防止 流出防止土砂量を砂防ダム建設費用で換算 

１．山林の保全 
治山事業 

林道事業等 

土砂崩壊防止等 崩壊防止土砂量を砂防ダム建設費用で換算 

人的被害軽減 想定被害者数 

資産被害軽減 家屋等資産額×被害額×被害確率 
２．災害の防止 

河川事業 

砂防事業 

海岸事業 

ため池事業等 
営業停止軽減等 

事業所従業員数×損失日数×１人あたり生産額（付加

価値額）×被害確率 

アクセス時間短縮 短縮時間×通行量×時間単価（時間当賃金等） 

アクセス経費節減 
速度アップ及び時間短縮によるランニングコストの

低減×通行量 

交通事故減少 事故減少件数×事故経費 

環境改善 
（大気汚染物質・騒音発生減少量）×除去に必要な費

用 

３．交通利便性の向上 

道路事業 

広域農道事業 

港湾事業等 

生産性向上等 
労働時間の短縮、生産経費節減等の便益を道路機能に

応じ算出 

４．生活排水処理によ

る水質改善 
下水道事業 水質汚染抑制 

個別浄化槽の設置費、維持管理費、中小水路の清掃費、

蓋設置費等により換算 

５．公園整備による生

活環境の快適化 

公園事業 

水環境整備事業等 
余暇空間創出等 

来訪者数×（移動時間及び滞在時間）×時間経費（時

間当賃金）＋来訪者数×移動経費 

労働時間短縮 労働時間短縮×労働単価 

生産経費節減 生産経費及び維持管理費等の減少 

生産機械・規模拡大 生産増加収益額×利益の割合 
６．食料の安定供給 

ほ場整備事業 

漁港整備事業等 

単位生産量増等 生産増加収益額×利益の割合 

（出典：三重県 HP より） 

（別紙－４ 三重県の例）
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三重県の公共事業評価（費用便益分析）における地域係数 
 
■地域係数設定の考え方 

・生活創造圏別に設定する 

・市部と郡部に分けて設定する 

・準過疎、過疎地域については別途設定する 
 
■地域係数の設定結果 

生活創造圏名 市部 郡部 準過疎 過疎 

桑名・員弁 1.0 1.1   

四日市 1.0 1.0   

鈴鹿・亀山 1.0 1.2   

津・久居 1.0 1.2 1.3 1.4 

松阪紀勢 1.1 1.2 1.3 1.4 

伊勢志摩 1.1 1.2  1.4 

伊 賀 1.1 1.2 1.2  

尾 鷲   1.3 1.4 

熊 野  1.3  1.5 

（出典：三重県 HP より） 
 
 
■地域係数の算出 
 
 地域修正係数は、次の要因により設定 

  ・地域の物価水準（家賃除く） 

  ・地域の家賃／地代水準（持ち家の貴族家賃を含む） 

  ・地域の所得水準 

  ・家計支出に占める家賃・地代支出の割合 
 
 
 


